
項 目 手 数 料 有 手数料無（公用等） 

住 民 票 関 係 5,069 
 

戸 籍 の 附 票 36 
 

戸 籍 関 係 1,029  

印 鑑 関 係 （ 証 明 ） 5,245 1 

原票記載事項証明（外国人） 3 
 

そ の 他 諸 証 明 4  

年 金 現 況 証 明 - 20 

税 証 明 537 28 

件 数 合 計 11,923 49 

決算書掲載頁　P105

住民基本台帳の情報を通信回線でネットワーク化することにより、市町村の区域を越えて高速かつ高度な情報交換が
可能となり、事務手続きの簡素化、効率化によって住民サービスの向上を図る。
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細事業：住民基本台帳ネットワーク事業 09事業
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2

直営 平成14年度 住民基本台帳法

住民基本台帳カード交付件数　４６０件、広域交付住民票交付件数　４９件、電子証
明書交付件数　２６６件（平成２４年度実績）

適正なネットワークシステムの運用に努める。

A A B

一般財源

19,7687,230

12,538

0

1.58

0.00

0

39

0

7,191

(決算額) (千円) (千円)

対
象
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全国市町村を通信回線で結ぶ住民基本台帳ネットワークシステムを利用し、住民基本台帳カードの交付、広域住民票
の発行などにより住民サービスの向上、事務手続きの簡素化、効率化を図る。
住民基本台帳法改正施行日の7月9日以降は、本籍地附票通知を住民基本台帳ネットワークシステムを利用して行う。
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三日市窓口センターは、本市南部地域において、本庁の閉庁日（土日）を補完し、住民票や印鑑証明等の諸証明の発
行業務を行い、市民への利便性の向上を図る。
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直営 昭和60年度 住民基本台帳法、河内長野市市民生活部市民窓口課分室設置規程

諸証明交付件数　１１，９７２件（平成２４年度実績）

市役所窓口の混雑緩和及び効率性の面から、より一層窓口センターの利用を促進する。また、コンビニ交付導入を検討
する。
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月・木・金曜日を含め土・日曜日において住民票や印鑑証明等の交付窓口として引き続きＰＲに努め、市民の利便性の
向上を図る。目

標

一人あたり

世帯あたり 166
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地方債



細事業：住民基本台帳ネットワーク事業                                

１．「住民基本台帳ネットワークシステム」の適正管理 

「住民基本台帳ネットワークシステム」※を適正に管理、運用するとともに、同システムを利用したサービスを

提供した。 

(1) 住民基本台帳カードの交付 

住民基本台帳カードの取得希望者へカードの交付を行った。 

 住民基本台帳カード交付件数 ４６０件 

(2) 広域交付住民票の交付 

住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、河内長野市以外の市区町村の住民票の交付を行った。 

 広域交付住民票の交付件数 ４９件 

(3) 電子証明書（公的個人認証サービス）の交付 

公的個人認証サービスの申請によるインターネットを利用した電子申請等を安全に行うために使用する電子

証明書を交付した。 

 電子証明書の交付件数 ２６６件 

 

※ 住民基本台帳ネットワークシステム 

 ･･･市区町村が行う各種行政サービスの基礎である住民基本台帳データのうち４情報（氏名、性別、住所、生年月日）、

住民票コード及びこれらの変更情報を全国規模でネットワーク利用を図るシステム。 

 

 

 

細事業：窓口センター管理運営事業                             

１．三日市窓口センターでの窓口業務 

市民の利便を図るため、フォレスト三日市内に三日市窓口センターを開設し、毎週月・木・金・土・日曜日に住

民票、印鑑登録証明書等の各種証明書の交付を以下のとおり行った。 

(1) 諸証明交付件数及びその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 手 数 料 有 手数料無（公用等） 

住 民 票 関 係 5,069 
 

戸 籍 の 附 票 36 
 

戸 籍 関 係 1,029  

印 鑑 関 係 （ 証 明 ） 5,245 1 

原票記載事項証明（外国人） 3 
 

そ の 他 諸 証 明 4  

年 金 現 況 証 明 - 20 

税 証 明 537 28 

件 数 合 計 11,923 49 


